
款 項 目

１　事業概要（令和５年度）

２　実施結果 (単位　円）

SDGsとの関連
該当なし

9ｲﾝﾌﾗ等

○

1貧困

10不平等

2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用

11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段

狂犬病予防注射済票交付数 狂犬病予防注射接種頭数 頭 931 888 950

0 0 0

0 0 0

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和４年度 令和５年度 目標値

1,538,600

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和４年度 令和５年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

畜犬登録数 対象となる犬の登録頭数 頭 1240 1251 1300

地方債

その他特定財源 746,730 798,340 745,000

一般財源 527,676 624,901 793,600

財源合計 1,274,406 1,423,241

1,423,241 1,538,600

会計年度任用職員等

事業費 141,206 242,441 334,000

1,274,406

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

内　　容

法律に基づく犬の登録事務
神奈川県獣医師会の協力による狂犬病予防集合注射の実施
犬の鑑札及び狂犬病予防注射済票の交付と台帳管理
狂犬病予防注射未接種の犬の飼い主に対し、注射を促す通知の発送

コ
ス
ト

区  分 令和４年度（決算） 令和５年度（決算） 令和６年度（見込）

人
件
費

常勤職員 1,133,200

人件費合計 1,133,200 1,180,800 1,204,600

1,180,800 1,204,600

総事業費

ゆがわら2021 プラン
前 期 基 本 計 画

ともに支え合い笑顔
で暮らせるまちづくり

保健・医療の充実 予防対策 感染症対策の推
進

感染症に関する正し
い、知識の普及啓発

関連する 個別 計画

２ Ⅰ ２ （２）

令和６年度事務事業評価シート

平成12年度

令和６年３月１９日

事 業 番 号 2436 担 当 課 等 環境課

事 務 事 業 名 狂犬病予防推進事業

会計 1 4 1 4 事 業 開 始 年 度予 算 科 目 コ ー ド

目　　的 狂犬病の発生予防、まん延を防止する。

対　　象 犬を飼っている町民

事務事業評価シート



３　令和５年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和７年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

　狂犬病予防注射未接種の犬の飼い主に対して、引き続き催告ハガキの発送を行う
とともに、広報等での周知を行い、狂犬病予防注射の接種率の向上を図る。

令和７年度以降の
方向性

　狂犬病予防法による市町村事務であり、神奈川県獣医師会の連携も図りながら犬
の飼い主に対し犬の登録、狂犬病予防注射の啓発を図る。

総 合 評 価 継続（現状維持）
狂犬病予防法に係る事務であることから、現状維
持とする。

総 合 評 価 継続（現状維持） 一次評価と同様

令和６年度の見直し
及び改善予定

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか ５
　犬の鑑札及び狂犬病予防注射を実施した犬の飼
い主への注射済票の交付は、狂犬病予防法で市町
村の事務となっている。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

４
　例年、狂犬病予防集合注射を４月に町内10か所で
実施しており、広く注射の機会を設け、効率的に注
射促進を実施している。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか ４

　日本国内では、輸入感染症例を除き、昭和31年以
降狂犬病の発症例がないことから、一定の成果は得
られていると考える。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か ５

　狂犬病発生予防対策として実施するものであり、ま
た、注射済票交付手数料を飼い主から得ており、受
益の機会は均等である。

令和５年度までの
自己評価または

改善点

　狂犬病予防法に基づき、犬の登録事務を実施するとともに、狂犬病予防注射の接
種率の向上を図るため狂犬病予防注射の集合注射を毎年実施してきたが、令和５
年度実績では接種頭数が減少したため、周知の強化を図りたい。

委託・指定管理
導入の可能性 9

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

　神奈川県獣医師会に犬の登録・注射促進協力事務等の一部を委託して
いる。

事務事業評価シート



款 項 目

１　事業概要（令和５年度）

２　実施結果 (単位　円）

SDGsとの関連
該当なし

○ ○ ○

9ｲﾝﾌﾗ等

○

1貧困

10不平等

2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用

11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段

スマートエネルギー補助金決定機器数 補助実績 件 23 15 25

猫不妊及び去勢手術費助成金交付件数 助成匹数 匹 27 17 35

0 0 0

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和４年度 令和５年度 目標値

2,286,875

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和４年度 令和５年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

0 0 0

地方債

その他特定財源

一般財源 1,920,487 1,633,800 2,286,875

財源合計 1,920,487 1,633,800

1,633,800 2,286,875

会計年度任用職員等

事業費 1,212,237 895,800 1,534,000

1,920,487

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

内　　容

　スマートエネルギー普及のため、太陽光発電システム、ＨＥＭＳ、定置用リチウムイ
オン蓄電池、Ｖ２Ｈを設置する町民に要件に応じて補助金を交付。猫の不妊手術に
対して3,000円、去勢手術に対して2,000円を限度に手術費の1/2の助成金を交付。
収集した蛍光灯を専門業者へ引き渡し適正処理を行う。

コ
ス
ト

区  分 令和４年度（決算） 令和５年度（決算） 令和６年度（見込）

人
件
費

常勤職員 708,250

人件費合計 708,250 738,000 752,875

738,000 752,875

総事業費

ゆがわら2021 プラン
前 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが調
和した安全・安心のま
ちづくり

計画的な土地利
用による自然環境
の保全

地球温暖化防止
対策

エネルギー 新エネルギーの活用
の検討

関連する 個別 計画

３ Ⅰ １ （３）

令和６年度事務事業評価シート

平成16年度

令和６年９月１９日

事 業 番 号 2455 担 当 課 等 環境課

事 務 事 業 名 環境保全推進事業

会計 1 4 1 4 事 業 開 始 年 度予 算 科 目 コ ー ド

目　　的

　地球温暖化防止対策として住宅用太陽光発電システムなどを普及するため、補助
を実施する。猫の不妊及び去勢手術費を助成することにより、飼い主のいない猫の
増加及び猫による被害を抑制する。蛍光灯の適正処分を図り、蛍光灯に含まれてい
る水銀の飛散防止を図る。

対　　象 町民

事務事業評価シート(2)



３　令和５年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和７年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

　令和3年10月からスマートエネルギー設備設置費を開始し、以後一定の申請件数
があり、スマートエネルギー普及の一助となっていると考えている。
　また、猫に関する苦情が減っており猫不妊及び去勢手術助成金の成果であると考
えており、引き続き事業を継続していく。

令和７年度以降の
方向性

　引き続き事業を継続する。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　町内の環境保全を推進するために、補助金及
び助成金は必要であると考えるため、現状維持と
する。

総 合 評 価 継続（現状維持） 一次評価と同様

令和６年度の見直し
及び改善予定

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか ４
　町が町民に補助金や助成金を交付することにより、
地球温暖化防止及び飼い主がいない猫による生活
被害の抑制を図ることができるため、必要である。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

４ 　補助等を毎年行うことで、着実に当初の目標に近
づくことができる。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか ４

　スマートエネルギー補助金は毎年一定の申請があ
る。猫不妊去勢手術助成金も毎年助成を行ってお
り、飼い主がいない猫の苦情は減少してきている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か ４ 　特定の町民を対象としておらず、受益の機会は均

等である。

令和５年度までの
自己評価または

改善点

　スマートエネルギー補助金は翌年度に繰り越しとなった申請があったため減少し
た。猫の不妊去勢手術費助成金は、飼い猫の申請件数が減少したため、引き続き
広報等でＰＲを図っていきたい。

委託・指定管理
導入の可能性 3

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

　本事業は補助金交付事業のため該当しない。

事務事業評価シート(2)



款 項 目

１　事業概要（令和５年度）

２　実施結果 (単位　円）

SDGsとの関連
該当なし

○ ○

9ｲﾝﾌﾗ等

○

1貧困

10不平等

2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用

11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段

かながわ海岸美化財団による海岸清掃 海岸清掃の実績 kg 2349 5139 2000

0 0 0

0 0 0

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和４年度 令和５年度 目標値

1,014,725

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和４年度 令和５年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

0 0 0

364,000 362,000 376,000

地方債

その他特定財源

一般財源 591,950 622,800 638,725

財源合計 955,950 984,800

984,800 1,014,725

会計年度任用職員等

事業費 531,000 542,000 563,000

955,950

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

内　　容
「かながわ海岸美化財団」への負担金を支出し、吉浜海岸を中心に海岸の美化保全
を推進する。

コ
ス
ト

区  分 令和４年度（決算） 令和５年度（決算） 令和６年度（見込）

人
件
費

常勤職員 424,950

人件費合計 424,950 442,800 451,725

442,800 451,725

総事業費

ゆがわら2021 プラン
前 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが調
和した安全・安心のま
ちづくり

計画的な土地利
用による自然環境
の保全

自然保護 自然環境の保全
と活用

不法投棄や野焼きの
防止

関連する 個別 計画

３ Ⅰ ２ （１）

令和６年度事務事業評価シート

昭和48年度

令和６年９月１９日

事 業 番 号 2473 担 当 課 等 環境課

事 務 事 業 名 町内美化推進事業（かながわ海岸美化財団負担金）

会計 1 4 1 5 事 業 開 始 年 度予 算 科 目 コ ー ド

目　　的 町内の美化を保持し、環境美化を推進する。

対　　象 町内の海岸

事務事業評価シート(3)



３　令和５年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和７年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

　引き続き、かながわ海岸美化財団と連携するとともに、ビーチクリーンを行う団体等
に対し、ごみ袋の供与や集めたごみの収集など支援を行う。

令和７年度以降の
方向性

　引き続き、かながわ海岸美化財団と連携を図りながら、海岸美化の推進を図る。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　海岸の美化の推進のため事業継続は必要と考
える。

総 合 評 価 継続（現状維持） 一次評価と同様

令和６年度の見直し
及び改善予定

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか ５
　海岸の美観や環境美化を保持するために必要な
事業で、観光立町である本町にとって、美化の推進
は必要である。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

４ 　海岸の清掃を定期的に行い、海岸の美化を図るも
ので、事業の実施に必要な費用である。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか ４

　海岸の美化を推進することで町のイメージアップを
図ることができ、また清掃活動を継続的に実施して
いくことで意識高揚を図ることができる。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か ５ 　海岸を対象としており、受益の機会は均等であると

考える。

令和５年度までの
自己評価または

改善点

　台風などにより一時的に多量の漂着ごみが発生することがあり、緊急時には、かな
がわ海岸美化財団等と連携を図りながら海岸美化に努めている。

委託・指定管理
導入の可能性 9

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

　海岸清掃については、かながわ海岸美化財団に負担金を支出し、毎週１
回の通常清掃と緊急清掃をその都度行っている。

事務事業評価シート(3)



款 項 目

１　事業概要（令和５年度）

２　実施結果 (単位　円）

SDGsとの関連
該当なし

○ ○

9ｲﾝﾌﾗ等1貧困

10不平等

2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用

11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段

資源回収団体回収量 資源回収量に影響 kg 19962 19520 25000

0 0 0

0 0 0

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和４年度 令和５年度 目標値

531,150

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和４年度 令和５年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

奨励金交付団体数 資源回収量に影響 団体 12 10 13

地方債

その他特定財源

一般財源 433,110 472,800 531,150

財源合計 433,110 472,800

472,800 531,150

会計年度任用職員等

事業費 149,810 177,600 230,000

433,110

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

内　　容
　資源ごみを定期に回収している登録団体への奨励金を交付し、資源回収活動の
推進を図る。

コ
ス
ト

区  分 令和４年度（決算） 令和５年度（決算） 令和６年度（見込）

人
件
費

常勤職員 283,300

人件費合計 283,300 295,200 301,150

295,200 301,150

総事業費

ゆがわら2021 プラン
前 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが調
和した安全・安心のま
ちづくり

持続可能な生活
環境の構築

循環型社会の構
築

３Ｒの推進 リサイクル・リユースの
促進

関連する 個別 計画

３ Ⅱ ６ （１）

令和６年度事務事業評価シート

平成16年度

令和６年９月１９日

事 業 番 号 2595 担 当 課 等 環境課

事 務 事 業 名 リサイクル推進事業（資源回収実施団体奨励金）

会計 1 4 2 2 事 業 開 始 年 度予 算 科 目 コ ー ド

目　　的
　町民一人ひとりの意識啓発による分別の徹底、リサイクルに対する意識の向上を目
指すとともに、資源回収活動の推進を図る。

対　　象 　町民

事務事業評価シート(4)



３　令和５年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和７年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

　新たな資源回収団体を増やしていくため、周知を図る。

令和７年度以降の
方向性

　ごみの資源化を向上させるため、引き続き事業を推進していく。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　リサイクルの推進を図るとともに、町民のリサイク
ル、リユースに対する意識向上を目指すための事
業であり、引き続き事業を実施していく。

総 合 評 価 継続（現状維持） 一次評価と同様

令和６年度の見直し
及び改善予定

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか ５
　限りある資源を有効活用するため、資源循環・再利
用は必要不可欠であり、町として廃棄物の適正処理
を町民に促し、また奨励することは必要である。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

４
　資源ごみが資源として確実にリサイクルルートに乗
せることができるとともに、関わる団体の方々のリサイ
クル意識の向上を図ることができる。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか ３

　少子化や高齢化に伴い子供会や老人会の活動が
休止し団体数が減少しているが、資源化の着実な推
進が図ることができる。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か ４ 　資源回収団体による資源ごみ回収によりごみの資

源化が図られる。

令和５年度までの
自己評価または

改善点

　資源回収団体の回収量は減少傾向にあり、新たな団体の掘り起こしが課題となっ
ている。

委託・指定管理
導入の可能性 3

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

　資源回収団体には回収量に応じた奨励金を支出してリサイクルの推進等
を図るための事業であるため、委託等はなじまないと考える。

事務事業評価シート(4)



款 項 目

１　事業概要（令和５年度）

２　実施結果 (単位　円）

SDGsとの関連
該当なし

○ ○

9ｲﾝﾌﾗ等1貧困

10不平等

2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用

11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段

ごみの総排出量 ごみの総排出量 ｔ 12629 12131 12000

0 0 0

0 0 0

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和４年度 令和５年度 目標値

794,150

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和４年度 令和５年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

生ごみ処理機設置助成金 助成件数 件 15 7 13

地方債

その他特定財源

一般財源 680,556 408,070 794,150

財源合計 680,556 408,070

408,070 794,150

会計年度任用職員等

事業費 397,256 112,870 493,000

680,556

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

内　　容

　ごみの分別方法等を周知するため、冊子「ごみと資源の分け方・出し方」を作成し、
配布する。
　ごみ減量化を促進するため、コンポスト又は電動式生ごみ処理器の購入者に対し
て助成金を交付する。

コ
ス
ト

区  分 令和４年度（決算） 令和５年度（決算） 令和６年度（見込）

人
件
費

常勤職員 283,300

人件費合計 283,300 295,200 301,150

295,200 301,150

総事業費

ゆがわら2021 プラン
前 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが調
和した安全・安心のま
ちづくり

持続可能な生活
環境の構築

循環型社会の構
築

３Ｒの推進 リデュースの促進

関連する 個別 計画

３ Ⅱ ６ （１）

令和６年度事務事業評価シート

平成21年度

令和６年３月１９日

事 業 番 号 2611 担 当 課 等 環境課

事 務 事 業 名 ごみ減量化促進事業

会計 1 4 2 2 事 業 開 始 年 度予 算 科 目 コ ー ド

目　　的 　ごみの分別ルールを周知するとともに、ごみの発生抑制を推進する。

対　　象 町民

事務事業評価シート(5)



３　令和５年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和７年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

　冊子「ごみと資源の分け方・出し方」を配布し、引き続きごみ分別の周知を図る。ま
た、町広報に生ごみ処理器助成金制度の案内や減量化対策として食品ロスの記事
を定期的に広報に掲載し、町民への啓発を図る。また、更なる減量化の推進のた
め、生ごみの水切りグッズ「水切りダイエット」の町民への無料配布を実施する。

令和７年度以降の
方向性

　引き続き町民に対してごみと資源の分け方や出し方、ごみの減量化について広報
するとともに、生ごみ処理器の更なる普及を目指す。また、生ごみの減量対策として
「水切りダイエット」の町民への無料配布を継続する。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　引き続きごみ減量施策について研究し、更なる
ごみ減量化に取り組んでいく必要がある。

総 合 評 価 継続（現状維持） 一次評価と同様

令和６年度の見直し
及び改善予定

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか ５
　ごみの減量化は国民の責務であり、町はごみの発
生抑制を図るため、その啓発に努めなければならな
い。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

４
　事業の性質上、すぐに効果が表れるものではない
が、ごみ減量化の啓発と生ごみ処理器の普及によっ
て効果が期待できる。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか ３

　即時に成果が表れるものではないが、今後ごみ減
量化の啓発と生ごみ処理器の普及が進むにつれて
成果が上がってくると想定する。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か ４ 　生ごみ処理機購入費助成金を希望する町民に対

して、受益の機会は均等である。

令和５年度までの
自己評価または

改善点

　正しいごみの捨て方について、町広報紙や窓口対応、町ホームページで住民に
周知を図った。また、ごみ減量化の推進のため、各家庭や飲食店等でのごみの水切
りの励行や食品ロスなどの抑制の周知を図っていく。

委託・指定管理
導入の可能性 3

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

ごみ減量化の推進は市町村の責務である。

事務事業評価シート(5)



款 項 目

１　事業概要（令和５年度）

２　実施結果 (単位　円）

SDGsとの関連
該当なし

○ ○

9ｲﾝﾌﾗ等1貧困

10不平等

2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用

11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段

収集実績 委託によるごみ収集量 ｔ 7231 6914 7200

0 0 0

0 0 0

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和４年度 令和５年度 目標値

135,396,300

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和４年度 令和５年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

収集日数 収集を実施した日数 日 261 258 258

地方債

その他特定財源 1,225,000 1,218,000 1,210,000

一般財源 125,313,600 128,721,400 134,186,300

財源合計 126,538,600 129,939,400

129,939,400 135,396,300

会計年度任用職員等

事業費 125,972,000 129,349,000 134,794,000

126,538,600

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

内　　容
　ごみの収集については当時の「湯河原町ごみ収集業務計画」に基づき、直営から
順次民間委託へ切り替え、令和２年度７月から町内全域の粗大ごみを除くごみ収集
委託業務を民間業者へ委託し、安定的なごみ収集体制を維持している。

コ
ス
ト

区  分 令和４年度（決算） 令和５年度（決算） 令和６年度（見込）

人
件
費

常勤職員 566,600

人件費合計 566,600 590,400 602,300

590,400 602,300

総事業費

ゆがわら2021 プラン
前 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが調
和した安全・安心のま
ちづくり

持続可能な生活
環境の構築

循環型社会の構
築

ごみ処理体制の
充実

ごみ収集体制の充実

関連する 個別 計画

３ Ⅱ ６ （２）

令和６年度事務事業評価シート

平成15年度

令和６年９月１９日

事 業 番 号 2582 担 当 課 等 環境課

事 務 事 業 名 ごみ収集対策事業（ごみ収集運搬委託）

会計 1 4 2 2 事 業 開 始 年 度予 算 科 目 コ ー ド

目　　的
　廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、区域内で排出された一般廃棄物
を円滑に収集するもの。

対　　象 　町民

事務事業評価シート(6)



３　令和５年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和７年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

　令和２年７月からごみ収集全町民間委託を実施しているが、委託事業者と連絡を
図りながら、引き続き収集職員による粗大ごみ収集と一時多量ごみの回収等突発的
な対応といった補完的業務を行い、町内で発生する一般廃棄物の着実な収集を行
う。

令和７年度以降の
方向性

　収集職員による粗大ごみの収集やルールを守らないゴミ出し・不法投棄物対応、
一時多量ごみの対応など、委託事業者と連携を図りながら町内美化を推進してい
く。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　法令に基づき実施している事業で、現在の収集
体制を維持していく。

総 合 評 価 継続（現状維持） 一次評価と同様

令和６年度の見直し
及び改善予定

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか ５
　「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の規定に
より、一般廃棄物の収集・運搬・処分については、市
町村が行うこととなっているため、必要である。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

４
　町収集職員の退職に伴い収集車も減車し、収集職
員も令和６年度で４名に減少しているが、委託により
ごみ収集業務を滞りなく実施している。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか ４ 　ごみステーションに出されたごみを美化センターへ

確実に収集し運搬している。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か ５

　ごみ収集は、収集方法や収集日については全町
一律で「ごみ収集カレンダー」どおりに実施されてお
り、受益の機会は均等であると言える。

令和５年度までの
自己評価または

改善点

　平成15年度から一部地域でごみの収集委託を開始し、平成24年度と平成29年度
にその地域を拡大した。令和２年７月から町内全面委託となった。以後、安定的なご
み収集体制を維持している。

委託・指定管理
導入の可能性 9

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

　令和２年度７月から町内全域の収集委託業務を民間業者へ委託してい
る。

事務事業評価シート(6)



款 項 目

１　事業概要（令和５年度）

２　実施結果 (単位　円）

SDGsとの関連
該当なし

○

9ｲﾝﾌﾗ等

○

1貧困

10不平等

2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用

11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段

し尿等処理量 し尿等処理量 ㎘ 3928 3823 3900

0 0 0

0 0 0

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和４年度 令和５年度 目標値

60,418,150

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和４年度 令和５年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

0 0 0

地方債

その他特定財源 1,014,600 1,177,718 1,125,000

一般財源 52,590,551 55,056,122 59,293,150

財源合計 53,605,151 56,233,840

56,233,840 60,418,150

会計年度任用職員等

事業費 53,321,851 55,938,640 60,117,000

53,605,151

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

内　　容
　熱海市、真鶴町及び湯河原町の１市２町でし尿及び浄化槽汚泥の共同処理を行う
ため、熱海市に前処理施設及び下水道投入設備を整備し、令和２年４月から熱海市
への事務委託によりし尿及び浄化槽汚泥の共同処理を開始した。

コ
ス
ト

区  分 令和４年度（決算） 令和５年度（決算） 令和６年度（見込）

人
件
費

常勤職員 283,300

人件費合計 283,300 295,200 301,150

295,200 301,150

総事業費

ゆがわら2021 プラン
前 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが調
和した安全・安心のま
ちづくり

持続可能な生活
環境の構築

し尿・浄化槽汚泥
処理

し尿・浄化槽汚泥
処理体制の充実

新たなし尿・浄化槽汚
泥処理体制の確立

関連する 個別 計画

３ Ⅱ ７ （１）

令和６年度事務事業評価シート

昭和43年度

令和６年９月１９日

事 業 番 号 2625 担 当 課 等 環境課

事 務 事 業 名 し尿等処理事業

会計 1 4 2 3 事 業 開 始 年 度予 算 科 目 コ ー ド

目　　的 　公衆衛生環境を保持するため、し尿及び浄化槽汚泥を適正に処理する。

対　　象 　町民

事務事業評価シート(7)



３　令和５年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和７年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

　熱海市や委託事業者等と連携を密にし、し尿・浄化槽汚泥の円滑かつ適切な処理
を行う。

令和７年度以降の
方向性

　引き続き熱海市や委託事業者等と連携を密にし、し尿・浄化槽汚泥の適切な処理
を行う。

総 合 評 価 継続（現状維持）
　熱海市の施設でのし尿等共同処理を継続す
る。

総 合 評 価 継続（現状維持） 一次評価と同様

令和６年度の見直し
及び改善予定

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか ５
　廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、一
般廃棄物の収集、運搬、処分については、市町村が
行うこととなっているため、必要である。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

４
　し尿・浄化槽汚泥を熱海市と真鶴町の１市２町で共
同処理することで、効率的な事業運営を図ることが
できる。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか ４ 　適正に、し尿・浄化槽汚泥の処理を行っている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か ５

　し尿の収集及びし尿・浄化槽汚泥の運搬及び処理
は廃掃法に基づき町が適切に実施しているため受
益の機会は均等である。

令和５年度までの
自己評価または

改善点

　熱海市湯河原町広域行政推進協議会専門部会で、湯河原町及び真鶴町のし尿
等を熱海市の前施設へ運搬し、前処理後、市下水道施設へ投入する方式をとること
とし、令和元年度に施設整備を行い、令和２年４月から共同処理を開始し、その後円
滑に処理している。

委託・指定管理
導入の可能性 9

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

　し尿の収集並びにし尿・浄化槽汚泥の貯留、運搬及び処理の一連の業
務において委託している。

事務事業評価シート(7)



款 項 目

１　事業概要（令和５年度）

２　実施結果 (単位　円）

SDGsとの関連
該当なし

○

9ｲﾝﾌﾗ等

○

1貧困

10不平等

2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用

11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段

不法投棄物回収量 回収した不法投棄物量 kg 3928 3528 2500

町内の散乱ごみ等回収量 町内の散乱ごみ等回収量 kg 16877 14681 13000

0 0 0

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和４年度 令和５年度 目標値

6,916,300

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和４年度 令和５年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

0 0 0

地方債

その他特定財源

一般財源 6,677,505 6,731,623 6,916,300

財源合計 6,677,505 6,731,623

6,731,623 6,916,300

会計年度任用職員等

事業費 6,110,905 6,141,223 6,314,000

6,677,505

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

内　　容
　町内の主要道路や河川などにおける不法投棄物や散乱ごみの撤去、散乱ごみを
回収するための木製ごみ箱からのごみ回収及び不法投棄パトロールの実施等。

コ
ス
ト

区  分 令和４年度（決算） 令和５年度（決算） 令和６年度（見込）

人
件
費

常勤職員 566,600

人件費合計 566,600 590,400 602,300

590,400 602,300

総事業費

ゆがわら2021 プラン
前 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが調
和した安全・安心のま
ちづくり

持続可能な生活
環境の構築

環境衛生 生活環境の保全 不法投棄や野焼きの
防止

関連する 個別 計画

３ Ⅱ ８ （１）

令和６年度事務事業評価シート

昭和47年度

令和６年９月２４日

事 業 番 号 2510 担 当 課 等 環境課

事 務 事 業 名 不法投棄・散乱ごみ防止事業

会計 1 4 1 5 事 業 開 始 年 度予 算 科 目 コ ー ド

目　　的 　不法投棄物や街中の散乱ごみをなくすため、各種業務を行う。

対　　象 　町内各所

事務事業評価シート(8)



３　令和５年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和７年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

　引き続き散乱ごみの回収やパトロールなどを実施し、町内の美化を図る。

令和７年度以降の
方向性

　下水道の整備に伴う一般廃棄物処理事業等の合理化に関する特別措置法の代
替事業として不法投棄・散乱ごみ撤去等業務委託を行っており、また、町内の美化
を推進するため業務の委託を継続する。

総 合 評 価 継続（現状維持）

　観光立町である本町において、環境美化は重
要な施策であり、不法投棄されたごみやポイ捨て
ごみなどを適切に処理し、町内美化を推進する
必要があるため現状維持とする。

総 合 評 価 継続（現状維持） 一次評価と同様

令和６年度の見直し
及び改善予定

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか ５ 　不法投棄・散乱ごみへの対応は、町内美化の維持
のために必要である。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

４
　地域が広範囲であり、不法投棄の発見、回収が困
難な場合もあるが、地道に対応していく必要があり、
一定の効果を上げていると考える。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか ４ 　定期的に巡回し不法投棄物や散乱ごみを回収す

ることにより、環境美化を図っている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か ５

　特定の住民を対象としておらず、町内全体の環境
美化のために実施する事業であるため、受益の機会
は均等であると考える。

令和５年度までの
自己評価または

改善点

　山間部の車通りの少ない道路沿いなど不法投棄は後を絶たない状況であるが、パ
トロールを行い、早期の不法投棄物の回収や看板の設置など投棄されにくい環境の
醸成を行っている。

委託・指定管理
導入の可能性 9

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

　既に不法投棄物処理、監視パトロール業務、ポイ捨て防止木製ごみ箱の
ごみ回収及び小動物死体回収業務等を委託している。

事務事業評価シート(8)



款 項 目

１　事業概要（令和５年度）

２　実施結果 (単位　円）

SDGsとの関連
該当なし

○

9ｲﾝﾌﾗ等

○

1貧困

10不平等

2飢餓 3保健 4教育 5ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ 6水・衛生 7ｴﾈﾙｷﾞｰ 8経済成長と雇用

11都市 12生産と消費 13気候変動 14海洋資源 15陸上資源 16平和 17実行手段

浄化槽への転換基数 公衆衛生の向上 基 0 0 1

0 0 0

0 0 0

成果指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和４年度 令和５年度 目標値

902,575

活動指標 指標設定の理由・考え方 単位 令和４年度 令和５年度 目標値

財
源
内
訳

国庫支出金 250,000

県支出金

0 0 0

250,000

地方債

その他特定財源

一般財源 141,650 147,600 402,575

財源合計 141,650 147,600

147,600 902,575

会計年度任用職員等

事業費 0 0 752,000

141,650

総合計画との関係 基 本 目 標 政 策 分 野 主 要 施 策 細 施 策

内　　容

　下水道全体計画区域外の既存住宅のくみ取り便槽又は単独処理浄化槽から合併
処理浄化槽への転換費用の一部を補助する。
　５人槽：332,000円　６～７人槽：414,000円　８～10人槽：548,000円
※ 上記の金額のほか、撤去費及び宅内配管工事費に上乗せ補助がある。

コ
ス
ト

区  分 令和４年度（決算） 令和５年度（決算） 令和６年度（見込）

人
件
費

常勤職員 141,650

人件費合計 141,650 147,600 150,575

147,600 150,575

総事業費

ゆがわら2021 プラン
前 期 基 本 計 画

四季彩と暮らしが調
和した安全・安心のま
ちづくり

持続可能な生活
環境の構築

上下水道 上水道事業の推
進

下水道計画区域外に
おける合併処理浄化
槽への転換促進

関連する 個別 計画

３ Ⅱ ９ （１）

令和６年度事務事業評価シート

平成15年度

令和６年３月５日

事 業 番 号 2449 担 当 課 等 環境課

事 務 事 業 名 浄化槽設置整備事業費（補助金）

会計 1 4 1 4 事 業 開 始 年 度予 算 科 目 コ ー ド

目　　的
　生活排水による公共用水域の水質悪化を防止するため、下水道に接続することが
できない下水道全体計画区域外の既存住宅のくみ取り便槽又は単独処理浄化槽か
ら合併処理浄化槽への転換を図るため、費用の一部を補助する。

対　　象
　下水道全体計画区域外の既存住宅のくみ取り便槽又は単独処理浄化槽から合併
処理浄化槽への転換を図ろうとする町民

事務事業評価シート(9)



３　令和５年度までの事業分析及び改善点

４　見直し及び改善

５　一次評価（令和７年度以降の方向性に対する評価）

６　財政・計画推進の視点からの所見（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

７　二次評価（※各課等は記入不要です。空欄のまま提出してください。）

　水質保全に寄与するための事業であるが、対象地域が限定される補助制度である
ため、機会を捉えて周知を図る。

令和７年度以降の
方向性

　今後も国交付金及び県補助金を活用し、補助を継続する。

総 合 評 価 継続（現状維持）
国の交付金及び県の補助金を活用し、補助を継
続する。

総 合 評 価 継続（現状維持） 一次評価と同様

令和６年度の見直し
及び改善予定

評　価　　５段階とその理由を記入（５：高い　４：やや高い　３：普通　２：やや低い　１：低い）

必　要　性 町が実施する必要があるのか ５ 　生活排水による公共用水域の水質悪化防止に寄
与することができる。

効　率　性

類　似　性

投入した費用に見合った効果
が得られているか
他事業との類似はないか

４ 　近年補助金の交付実績はないが、補助金の申請
があれば効果が期待できる。

有　効　性
事業の目的に対して成果が得
られているか ３ 　該当する世帯が限られている。

公　平　性
事業の目的に対して受益の機
会が均等か ３ 　該当する世帯が限られている。

令和５年度までの
自己評価または

改善点

　当該補助金対象者は限定的であるため、町ホームページ等に記事で掲載するの
みで、町広報等による積極的な広報は実施していない。また、国の交付金要綱の改
正に伴い令和５年４月から補助単価の一部改正を行った。

委託・指定管理
導入の可能性 3

評価　　４区分とその理由を記入（１：可能　２：どちらともいえない　３：不可能　９：既に実施済み）

　本事業は補助金交付事業のため該当しない。

事務事業評価シート(9)


